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１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）　　　

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法による減価償却を実施している。

　　③リース資産

　　　　当拠点区分は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産についてリース期間を耐

　　　　用年数とし、残存価額をゼロとする定額法による減価償却を実施している。

（２）徴収不能引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、期末時の利用者等に対する債権残高のうち１年を超える期間にわたり未徴収の債権

　　　　の全額及びその他の債権残高に対して過去の徴収不能額の発生割合に応じた金額を徴収不能引当金

　　　　として計上している。

（３）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち、当年

　　　度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（４）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分は、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　当拠点区分は、職員の退職給付に充てるため、確定給付制度を採用している。確定給付制度では退職給付

として給与と勤務期間に基づいた一時金を支給している。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりである。

　（１）ジャンボ緑風会拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

　（２）拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))

　   　　 ア. 老人保健施設　ジャンボ緑風会

　 　　　 イ. (老健)ジャンボ緑風会　通所リハビリ

　　　　  ウ. (老健)ジャンボ緑風会　訪問リハビリ

　（３）拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 23,146,000 0 0 23,146,000

建物 354,934,178 0 26,959,497 327,974,681

         合  計 378,080,178 0 26,959,497 351,120,681

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

　該当する事項はない。
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７．担保に供している資産　

担保に供されている資産は以下のとおりである。

　土地（基本財産） 0円

　建物（基本財産） 0円

                             計 0円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む） 0円

                             計 0円

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 976,327,037 648,352,356 327,974,681

建物（その他固定資産） 76,815,276 61,612,601 15,202,675

構築物 63,897,544 58,652,221 5,245,323

車輌運搬具 23,809,775 23,809,761 14

器具及び備品 108,269,677 82,937,899 25,331,778

有形リース資産 3,137,988 1,606,351 1,531,637

         合  計 1,252,257,297 876,971,189 375,286,108

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１０．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１１．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
（１）リース取引関係

　　①ファイナンス・リース取引

　　（ア）有形リース資産の内容

　　　　　移動型加湿装置（器具及び備品）である。

　　（イ）リース資産の減価償却の方法

　　　　　１．重要な会計方針（１）固定資産の減価償却の方法に記載のとおりである。


